























































































5, 000人以上の企業では15 . 4年，1, 000～4, 999人規模で14. 0年，500～999人規
模で13. 5年，100～499人規模で12. 1年，30～99人規模で11. 4年，10～29人規










低くなっている。例えば2014年 3 月時点のデータでは，従業員1 , 000人以上
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　しかし，O J T の方法や実効性は，担当者によってばらつきがあるのが常で
あり，必ずしも計画的・安定的に行われるとは限らない。つまり，長期的展
望に基づく企業全体の人材育成体系構築という観点からすれば，不十分な点
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　ひとつは，G L T D （G roup L ong T erm  D isab ility ：団体長期障害所得補償保険。図表 8  松下産業の HRC 
  














　ふたつめが， 5．にあげたH R C である。同社では，これを人事管理におけ
るすべての活動を支えるものとして位置づけている。
　既設の人事部とは別に取締役会に直結する組織として2013年に設置された































マネジメントとしての意義はかなり大きいと判断される。そして，H R C がそ













































































業員の 5年勤続継続率について，大企業は51 . 1％に達しているのに対して，




















2） 日本銀行公表の資料による。（ ht tps: / / www.j il.go.j p/ kokunai/ statistics/ shuyo/ 0212.ht m l，






















































13） 藤本（2017）5- 6 頁。








17） 厚生労働省「平成28年「高年齢者の雇用状況」集計結果」（調査対象は従業員 31 人以
上の 企業）によれば，希望者全員 66 歳以上の継続雇用制度を導入している企業の
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